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めている。たとえば，2014 年 7 月には，長崎県佐世保市で 15 歳の女子高生
が同級の女子生徒を絞殺した後に，遺体を切断するという事件が発生した










罪少年（少 3 条 1 項 1 号）2）に限らず，刑法の介入がありえない触法少年（刑事













である。また，日本の旧少年法は，18 歳未満の者を少年とし（旧少 1 条），内













































 1）　佐世保事件では，検察側の申請にもとづいて，捜査段階で 3 か月間にわたる精神
鑑定（鑑定留置）が認められた後に 2 か月間の期間延長がされ，責任能力に問題は
ないとされた。「刑事処分相当」の意見を付して検察官が長崎家庭裁判所に事件送致




家決平成 27 年 7 月 13 日公刊物未登載）。また，名古屋事件では，検察側の申請にも
とづいて，捜査段階で 3 か月間にわたる精神鑑定（鑑定留置）が実施され，責任能
力に問題はないとされた。「刑事処分相当」の意見を付して検察官が名古屋家庭裁判





ものだとして，刑事処分を求めて検察官に逆送した（名古屋家決平成 27 年 9 月 29
日公刊物未登載）。逆送直後に成人になった元少年は，10 月 8 日に名古屋地方裁判




判規則（昭和 23 年最高裁規則 33 号，1949 年 1 月 1 日施行），旧少：旧少年法（大
正 11 年法律 42 号，1923 年 1 月 1 日施行），刑：刑法（明治 40 年法律 45 号，1908
年 10 月 1 日施行），刑訴：刑事訴訟法（昭和 23 年法律 131 号，1959 年 1 月 1 日施
行），裁判員：裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（平成 16 年法律 63 号，2009
年 5 月 21 日施行），事務規程：事件事務規程（最終改正平成 25 年法務省刑総訓１
号，2013 年 4 月 1 日施行），少院：少年院法（平成 26 年法律 58 号，2015 年 6 月 1
日施行），少：少年法（昭和 23 年法律 168 号，1949 年 1 月 1 日施行），（心神喪失者
等）医療観察法：心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等
に関する法律（平成 15 年法律 110 号，2005 年 7 月 15 日施行），精神保健：精神保
健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律 123 号，1950 年 5 月 1 日施
行）。また，裁判例の引用方法および雑誌の表記方法については，日本における一般
的な例によっている。
 3）　森田明編著『日本立法資料全集 19 大正少年法（下）』（信山社，1994 年）851 頁
以下参照。
 4）　2000 年改正前には，刑法上は行為時 14 歳以上の犯罪者は刑事処分の対象とされ
ていた（刑 41 条参照）にもかかわらず，少年法が送致時 16 歳未満の者の検察官送
致 （逆送） を明示的に禁止していたため （改正前の少 20 条但書）， 事実上， 行為時 14
歳以上で逆送決定時 16 歳未満の少年は刑事処分の対象になりえなかった。2000 年
改正は，当時の 20 条但書を削除して，刑法と少年法との間に見られた不整合を解消





 5）　十一元三 「広汎性発達障害が関与する事件の責任能力鑑定  少年事件・刑事事件を
通じてみられる問題点」精神医学 53 巻 10 号（2011 年）968 頁。
 6）　両者の関係を意識的に論じたものとして，丸山雅夫「少年法と刑事責任能力」青








ない（刑 39 条 1 項）。また，責任能力が大きく阻害されていた行為者（限定責
任能力〔心神耗弱〕）については，犯罪は成立するものの，その刑罰（社会的非






































しなければならない（事務規程 75 条 2 項 15 号）。また，公判精神鑑定で責任無




療または通院治療）の対象となる（医療観察法 1 条・2 条）。また，医療観察法は， 
責任無能力（心神喪失）者だけに限らず，限定責任能力（心神耗弱）者をも対
象にしている（医療観察法 2 条 2 項）。したがって，捜査段階または公判段階で
限定責任能力が判明した者については，検察官が，刑事処分（刑罰による責任
8追及）と司法精神医療的措置のいずれかを選択できることになっている（医






 7）　丸山雅夫「責任主義」井田良/丸山雅夫『ケーススタディ刑法〔第 4 版〕』（日本
評論社，2015 年）25 頁以下参照。
 8）　河上和雄/中山善房/古田佑紀/原田國男/河村博/渡辺咲子編『大コンメンター
ル刑事訴訟法 第 3巻〔第 2版〕』（青林書院，2010 年）254 頁〔中井憲治〕。
 9）　責任能力鑑定については，その結果の扱い（裁判所に対する拘束力の有無）が問
題になりうるが，最終的には裁判所の自由心証にもとづく合理的な裁量に委ねられ
るとする点で争いがない（最決昭和 33 年 2 月 11 日刑集 12 巻 2 号 168 頁，最決昭和
59 年 7 月 3 日刑集 38 巻 8 号 2783 頁）。合理的な根拠なしに鑑定結果を覆すことだ
けが，経験則違反として許されないものとされるのである（最大判昭和 23 年 11 月














































































い者については，審判において要求される内省（少 22 条 1 項）や納得を得る
ことが困難なこと，を根拠とする。実務においては，もっぱら①が論拠とさ
れる一方で，学説においては，①を前提として，②以下の論拠が補強的に指













は審判不開始決定で事件は終局し（少 19 条 1 項にいう「審判に付することがで
き」ない場合），審判段階でそれが判明した場合は不処分決定で終局すること























































要説を明言する裁判例が 1 例にとどまる（松江家決昭和 39 年 4 月 21 日家裁月報
16 巻 8 号 138 頁）のに対して，「犯罪」の文理解釈を根拠として，必要説を明
言ないしは当然の前提とする裁判例が相対的に優勢な状況は見られた（津家
決昭和 38 年 5 月 31 日家裁月報 15 巻 11 号 159 頁， 新潟家決昭和 39 年 8 月 6 日家裁月報
14
17 巻 3 号 79 頁， 福岡家裁小倉支決昭和 41 年 8 月 16 日家裁月報 19 巻 7 号 121 頁， 大阪家




場を明言する裁判例も散見された（岡山家決昭和 45 年 9 月 12 日家裁月報 23 巻 6
号 84 頁， 東京家決昭和 60 年 1 月 11 日家裁月報 37 巻 6 号 96 頁， 大阪家決平成 7 年 2 月




























づいて，「少年は，少年法 3 条 1 項 1 号の『罪を犯した少年』に当たらな
い」として，必要説の立場を明言したうえで，審判不開始決定がされている






























































































実務は（大阪高決昭和 47 年 5 月 23 日家裁月報 25 巻 1 号 105 頁等），必ずしも明示的
ではないものの，このような意味での実質的責任の発想にもとづくものだと
言えよう25）。また，2007 年の少年法改正（平成 19 年法律 68 号）によって認め
られることになった，おおむね 12 歳以上の少年の初等少年院・医療少年院



















































































る31）。こうした状況は，新少年院法の成立によって（平成 26 年法律 58 号），従

























条文（旧刑 40 条）が存在していた時期においても，犯罪行為を行った 唖少
年（多くの場合に精神薄弱や低知能が併存している）については，特に責任要件に
言及することなしに医療少年院送致が決定されていた（前橋家裁桐生支決昭和
36 年 11 月 25 日家裁月報 14 巻 3 号 149 頁， 大阪家決昭和 46 年 10 月 30 日家裁月報 24 巻








きないことを理由として，検察官の不起訴処分（事務規程 75 条 2 項 15 号）また
















































い処分」をして，医療観察法 42 条 1 項にもとづく申立てをすべきだとの提
案をしている40）。この提案は，心神喪失少年をも逆送対象とすることを当然
の前提とするものであるため，特に必要説が支配的な実務との関係で，少年
法 20 条の 「刑事処分を相当と認めるとき」 を 「刑事処分又は医療観察処分を
相当と認めるとき」という文言に変更する立法論を内容とするものになる。
さらに， 同様の観点から， 心神喪失を理由とする非行なし不処分（必要説の帰

























を明示する条文がある場合（少 51 条・61 条等）を例外として，裁判時・処分時を
基準に運用するのが原則になっている。また，少年法は少年年齢の下限を明示して
いないが，少年院法は，第 1 種少年院および第 3 種少年院の収容対象年齢の下限を
「おおむね 12 歳以上」としている（少院 4 条 1 項 1 号・3 号）。なお，実務では，11
歳の虞犯少年を児童自立支援施設に送致した事例が見られる（東京家裁八王子支決
平成 17 年 7 月 4 日家裁月報 58 巻 7 号 76 頁，東京家裁八王子支決平成 17 年 9 月 9
日家裁月報 58 巻 7 号 82 頁）。
11）　この経緯については，財団法人矯正協会編『少年矯正の近代的展開』（矯正協会，
1984 年）693 頁以下参照。
12）　最高裁判所事務総局家庭局「昭和 43 年 2 月開催少年係裁判官会同協議概要」家裁









法学 32 巻 1 号（2008 年）31 頁以下，同「少年法における保護処分と責任要件」中
谷陽二編集代表『精神科医療と法』（弘文堂，2008 年）85 頁以下，同「審判に付す
べき少年（1）」廣瀬健二編集代表『少年事件重要判決 50 選』（立花書房，2010 年）
97 頁以下。
14）　吉中信人「少年刑法における責任概念」町野朔先生古稀記念『刑事法・医事法の
新たな展開 下巻』（信山社，2014 年）431 頁注（12）。
15）　佐伯仁志 「少年法の理念」猪瀬愼一郎/森田明/佐伯仁志『少年法のあらたな展




18）　平成 16 年 6 月までの裁判例の動向については，丸山・前掲注 13）南山法学 32 巻
1 号 54 頁以下参照。
19）　たとえば，虞犯少年に対する近時の裁判例として，東京高決平成 21 年 4 月 7 日家
裁月報 61 巻 9 号 184 頁（境界性人格障害の診断基準をおおむね満たすとの診断），
東京家決平成 22 年 11 月 2 日家裁月報 63 巻 6 号 122 頁（覚せい剤の乱用による意識
障害の疑いの診断），水戸家裁下妻支決平成 23 年 9 月 29 日家裁月報 64 巻 5 号 112
頁（適応障害の診断）等がある。
20）　佐伯仁志「少年法における責任能力―アメリカ合衆国での議論を中心として」前
掲注 13）『精神科医療と法』82 頁，83 頁以下。
21）　武内謙治『少年法講義』（日本評論社，2015 年）130 頁以下。
22）　柴田雅司「犯罪少年と責任能力の要否についての一考察―医療観察法と関連付け
て」植村立郎判事退官記念論文集『現代刑事法の諸問題  第 1 編  理論編・少年法
編』（立花書房，2011 年）440 頁。
23）　同様の立場として， 小池暁和「『非行少年』 と責任能力 （2）（3・完）」早稲田法学 85
巻 4 号（2010 年）1頁以下，同 86 巻 4 号（2011 年）99 頁以下。













28）　澤登俊雄『少年法入門〔第 6版〕』（有斐閣，2015 年）90 頁。さらに，同様の趣旨
を明示するものとして，岩瀬徹「少年と医療観察法」岩井宜子先生古稀祝賀論文集
『刑法・刑事政策と福祉』（尚学社，2011 年）138 頁，柴田・前掲注 22）449 頁，吉
中・前掲注 27）864 頁注（20）。
29）　なお，小池暁和「『非行少年』と責任能力（1）」早稲田法学 85 巻 2 号（2010 年）
57 頁以下。
30）　多田周弘「少年保護事件におけるデュ ・ープロセスの実現のための覚書（中）」判
例タイムズ 634 号（1987 年）14 頁。
31）　「少年院の運営について」平成 3 年 6 月 1 日法務省矯教 1274 矯正局長依命通達，
「少年院における教育課程の編成，実施及び評価の基準について」平成 8 年 11 月 27
日法務省矯教 2952 矯正局長通達。さらに，西口芳伯「京都医療少年院の紹介」京都
学園法学 44 号（2004 年）70 頁。また，桝屋二郎「精神障害を抱えた非行少年の矯
正―医療少年院の立場から」青少年問題 657 号 31 頁は，「精神障害を抱えた非行少
年の矯正において矯正教育と矯正医療は車の両輪」であるとしている。
32）　法務省矯正局編『新しい少年院法と少年鑑別所法』（矯正協会，2014 年）31 頁以
下，「少年院における教育課程の編成，運営及び評価の基準について」平成 27 年 5









下した裁判例（松山家決昭和 35 年 10 月 15 日家裁月報 13 巻 1 号 180 頁）が興味深
い。なお，特に児童精神病棟での医療的措置について，吉岡眞吾「非行と児童精神
医学をめぐって―臨床精神医学の立場から」青少年問題 657 号 18 頁以下。
35）　さらに，渡邊一弘「少年の刑事責任能力」法と精神医療 23 号 18 頁，高岡健『精
神鑑定とは何か  責任能力論を超えて』（明石書店，2010 年）170 頁以下。
36）　精神保健福祉法上の任意入院（精神保健 20 条）は本人の同意を前提とし，医療保
護入院（精神保健 33 条 1 項）も家族等の同意を要件としている。また，検察官の通
報にもとづく措置入院（精神保健 24 条）の場合も，都道府県知事による措置入院




























































































分相当」の処遇意見をつけて事件を家裁に送致することになろう（規則 8 条 3
項）。捜査段階で責任能力が問題にされた事案のほとんどは，このような形
で運用されていたものであったし（東京家決平成 11 年 9 月 17 日家裁月報 52 巻 3
号 72 頁， 前掲新潟家裁長岡支決平成 19 年 2 月 5 日， 前掲水戸家裁土浦支決平成 22 年 2









の不送致処分の場合にも準用が明示されていることから（事務規程 75 条 1 項後





刑訴法 1 条の目的 （刑罰による社会的非難） が及ぶことはありえない。したがっ
































14 条・15 条）。鑑定もそうした強制処分のひとつであり， 「被告人」 を 「少年」 
と読み替え， 「弁護人」 を 「付添人」 と読み替えたうえで，刑訴法 165 条以下
33
精神障害が疑われる犯罪少年の法的扱い




























また，少年刑事事件においては，少年法 9 条（保護事件手続における調査の方針） 







































年の長崎触法事件（12 歳の男子少年が 4 歳の男児に性的暴行を加えた後にビルから突








改正され（平成 19 年法律 68 号），警察官による触法調査に少年法上の根拠が与
















廣瀬健二編『注釈少年法〔第 3 版〕』（有斐閣，2009 年）63 頁，422 頁，岩瀬・前掲
注 28）138 頁，武内・前掲注 21）127 頁。
44）　岩瀬・前掲注 40）7 頁。
45）　たとえば，岩井宜子『精神障害者福祉と司法〔増補改訂版〕』（尚学社，2004 年）
334 頁，岩瀬・前掲注 28）138 頁以下。









事案も（大阪家決平成 10 年 12 月 14 日家裁月報 52 巻 10 号 102 頁），必要説を前提
としながら全件送致主義に忠実な対応をしたものと見ることができよう。
47）　福島章「少年非行と精神鑑定」日医雑誌 125 巻 9 号（2001 年）1427 頁以下，高
岡・前掲注 35）163 頁以下。
48）　55 条移送については，丸山雅夫「少年法 55 条による家庭裁判所への移送」南山
法学 38 巻 3・4 号（2015 年）55 頁以下参照。
49）　鑑定書については，岡田幸之/安藤久美子/五十嵐禎人/黒田治/樽矢敏広/野田
隆政/平田豊明/平林直次/松本俊彦「刑事責任能力に関する精神鑑定書作成の手引
き（第 4版）」精神保健研究 55 号（2009 年）65 頁以下参照。
37
精神障害が疑われる犯罪少年の法的扱い


















おける精神障害少年とのかかわり」青少年問題 657 号 32 頁以下参照。
53）　長崎触法事件においては，家裁送致後に，専門家チームによる 2 か月間の精神鑑
定が実施された結果，強制措置をつけた最長 1 年間の児童自立支援施設送致決定
（少 24 条 1 項 2 号）がされ，2003 年 9 月に男子用施設の国立武蔵野学院に収容され
た。収容後は，1 年ごとに見直しがされたが，「改善が見られない」として 3 回にわ
たって収容延長されたうえで，2007 年 9 月に処遇が解除された。また，佐世保触法
事件でも，家裁送致後に 3 か月間の精神鑑定を実施した結果，強制措置をつけた最




54）　森田明「触法少年の法的扱いについて」法学教室 280 号（2004 年）38 頁以下。
55）　改正の具体的な内容については，川淵武彦/岡﨑忠之「『少年法の一部を改正する
法律』の概要」ジュリスト 1341 号（2007 年）38 頁以下，岡﨑忠之「『少年法の一部
を改正する法律』について」刑事法ジャーナル 9 号（2007 年）110 頁以下，川出敏



































56）　丸山・前掲注 13）南山法学 32 巻 1 号 50 頁。
＊本稿は，第 13 回韓南大学校法科大学＝南山大学法学部・法科大学院学術交流
会のシンポジウム「韓日刑事法の現代的動向」（2015 年 11 月 2 日に韓南大学校
法科大学で開催）で行った報告（原題は「少年犯罪と鑑定―成人刑事事件と比較
して」）の原稿に，当日の質疑応答と討論内容を反映させるとともに，大韓民
国少年法をも意識して大幅に加筆し，改訂したうえで，注を付したものであ
る。当初は韓南大学校の紀要に掲載される予定であったが，現時点で実現し
ていないため，差し当たり本誌上で公表することにした。
40
